
現状と課題 「海岸法の一部を改正する法律」が
第１８６回通常国会において成立し○改正前の海岸法では、海岸保全区域内の海域において座礁し、

座礁船舶の撤去命令

改正内容

第１８６回通常国会において成立し、
平成２６年６月１１日に公布されました
（平成１１年以来１５年ぶりの改正）

○改正前の海岸法では、海岸保全区域内の海域において座礁し、
放置された船舶を撤去させることができない

海岸保全施設の損傷等を防止するため、座礁した船舶を
撤去させる仕組みが必要

改正内容
■海岸管理者は、海岸保全区域内で座礁等した船舶が海岸保全施設を損傷等するおそれ
がある場合等に、船舶所有者に対し、当該船舶の撤去等を命令
（※所有者が命令に従わない場合、行政代執行が可能） 【法律の公布から２月以内施行】

海岸協力団体制度の創設

切迫する南海トラフ地震等に備えた
海岸における防災・減災対策の強化

海岸保全施設の老朽化への
早急な対策

現状と課題
○近年、民間の法人・団体が海岸において多種多様な活動を実施

海岸協力団体制度の創設

海岸の維持管理を充実させるため、これらの法人・団体の活動の促進が必要

＜民間団体等の具体的活動の事例＞

海岸の維持管理を充実させるため、これらの法人 団体の活動の促進が必要

（堤防の点検）（東日本大震災における津波による甚大な被害）

減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への
位置付け

海岸環境の維持
（清掃活動） 海岸植生の保護

希少種保護
（ウミガメ卵の保護）

主な改正内容

りく こう

水門・陸閘等の操作規則等の策定
海岸保全施設の維持・修繕基準の策定
座礁船舶の撤去命令
海岸協力団体制度の創設改正内容

環境教育活動
利用の適正化

（車両乗入れ監視） 調査研究

りく こう

農林水産省 農 村 振 興 局【問い合わせ先】
国土交通省 水管理 国土保全局 水政課 海岸室

平成2６年６月

海岸協力団体制度の創設改正内容
■海岸管理者は、海岸の維持等を適正かつ確実に行うことができる法人・団体を
海岸協力団体として指定 【法律の公布から２月以内施行】

農林水産省 農村振興局 整備部 防災課

水 産 庁

国土交通省 水管理・国土保全局

港 湾 局（平成２６年６月１１日作成）

国土交通省 水管理・国土保全局 水政課、海岸室
港湾局 海岸・防災課

〒１００－８９１８
東京都千代田区霞が関２丁目１－３

電話：０３－５２５３－８１１１（代表）
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農林水産省 農村振興局 整備部 防災課
水産庁 漁港漁場整備部 防災漁村課

〒１００－８９０７
東京都千代田区霞が関１丁目２－１

電話：０３－３５０２－８１１１（代表）



現状と課題現状と課題
○東日本大震災では、堤防を越えた津波により、堤防が壊れ、 ○海岸堤防等は、高度成長期等に集中的に整備され、今後急速に老朽化

減災機能を有する堤防等の海岸保全施設への位置付け 海岸保全施設の維持・修繕基準の策定

改正内容

背後地に甚大な被害が発生

津波が堤防を越えた場合に、堤防が壊れるまでの時間を遅らせ、
避難時間を稼ぐなどの減災効果を有する施設の整備が必要

予防保全の観点に立った海岸保全施設の適切な維持・修繕が必要

■堤防と一体的に設置される減災機能を有する樹林（「緑の防潮堤」）など粘り強い構造の
堤防等を海岸保全施設に位置付け 【法律の公布から２月以内施行】

■関係者が海岸の防災・減災対策を協議するための協議会の設置 【法律の公布から２月以内施行】

「緑の防潮堤」イメージ

海浜防災公園の整備

緑の海岸保全エリア（仮称）

※平成25年３月 国土交通省、農林水産省調べ（岩手県、宮城県、福島県を除く）
※完成後50年以上経過した施設には、施工年次不明の施設を含めている

緑の海岸保全計画イメージ

改正内容
海岸防災林の整備

緑の防潮堤の整備

■海岸管理者は海岸保全施設を良好な状態に保つよう維持・修繕すべきことを明確化
■統一的な維持・修繕の基準を策定 【法律の公布から６月以内施行】

改正内容現状と課題

水門・陸閘等の操作規則等の策定

■統 的な維持 修繕の基準を策定 【法律の公布から６月以内施行】

改正内容現状と課題
○東日本大震災では、水門・陸閘等の操作に従事していた方が多数犠牲＊になった

りく

現場操作員が危険な状態と
なった場合の対応

水門・陸閘等の管理・運用
に関する規則等の策定状況

■海岸管理者等に対して、水門・陸閘等の操作方法、訓練等に関する操作規則等の策定を
義務付け 【法律の公布から６月以内施行】

■海岸管理者は、津波等の発生のおそれがあり緊急の必要があるときは、障害物の処分
等をし、付近の居住者等を緊急措置に従事させることができることとし、これらに伴う損害
を補償 【法律の公布から２月以内施行】

現場操作員の安全を確保しつつ適切に操作するための体制強化が必要

り く こ う

こう
り く こう

なった場合の対応

現場操作員
の判断

海岸管理者等からの
避難指示等

28％

その他7％

に関する規則等の策定状況

施設数
26,771基

策定済み
44％

策定していない
56％

うち常時閉鎖している施設

＊死亡・行方不明と
なった消防団員254名
そのうち水門閉鎖等に

を補償 【法律の公布から２月以内施行】

※平成25年２月（国土交通省、農林水産省調べ）
※岩手県、宮城県、福島県を除く
※上記数値は海岸管理者数に対する割合

の判断
67％

回答数=272

※平成25年11月（国土交通省、農林水産省調べ）
※岩手県、宮城県、福島県を除く

策定中１％

うち常時閉鎖している施設
17％

関係する消防団員59名
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